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令 和 ２ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 （総則） 

第１条 令和２年度阿久根市の水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

 給 水 戸 数         ９,５７０戸 

 年 間 総 給 水 量      ３,６７７,０００立方メートル 

 １ 日 平 均 給 水 量        １０,０７３立方メートル 

 主要な建設改良事業 

原水設備改良費         ７,８８６千円 

    配水設備改良費        ２５,８５６千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

           収           入  

 第１款  水 道 事 業 収 益     ６４０,２５７千円 

  第１項 営 業 収 益     ４４７,９４８千円 

  第２項 営 業 外 収 益     １９２,３０５千円 

  第３項 特 別 利 益            ４千円 
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           支           出  

 第１款  水 道 事 業 費 用     ５４９,２３２千円 

  第１項 営 業 費 用     ４９４,６８９千円 

  第２項 営 業 外 費 用      ５０,５４３千円 

  第３項 予 備 費       ４ ,０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１９６,２７４千

円は，過年度分損益勘定留保資金６４,０４３千円，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３,０６６千円，当年度分

損益勘定留保資金１２９,１６５千円で補 するものとする。）。 

           収           入  

 第１款  資 本 的 収 入     ２０,００１千円 

  第１項 企 業 債     ２０,０００千円 

  第２項 固定資産売却代金         １千円 

           支           出  

 第１款  資 本 的 支 出    ２１６,２７５千円 

  第１項 建 設 改 良 費     ３４,２７１千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金    １７９,００３千円 

  第３項 投 資 及 び 基 金          １千円 
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  第４項  予 備 費     ３ ,０００千円 

 （特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払

金の金額は，それぞれ９７２千円及び８,１９５千円である。 

 （企業債） 

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

令 和 ２ 年 度 配 水 管

布 設 替 事 業

千円 

２０,０００ 
証書借入又 

は証券発行 

年利５.０％以内。ただ

し，利率見直し方式で借

り入れる場合について，

利率の見直しを行った後

においては，当該見直し

後の利率とする。 

政府資金についてはその融資条件に

より，銀行その他の場合にはその債

権者との協定によるものとする。た

だし，市財政の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し，若しくは繰

上償還又は低利に借換えすることが

できる。 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は，２０,０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

 営業費用及び営業外費用の間の流用 
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 建設改良費及び企業債償還金の間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額

に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 

 職 員 給 与 費  ６９,９３９千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 水道事業に助成するため，一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１５３,９３４千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は，４,１０４千円と定める。 

  令和２年２月２７日提出 

阿久根市長  西 平 良 将     
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予 算 に 関 す る 説 明 書

水 道 事 業 会 計





令 和 ２ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

収 入 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 水 道 事 業 収 益   640,257  

 １ 営 業 収 益  447,948  

  １ 給 水 収 益 445,036  

  ２ そ の 他 営 業 収 益 2,912  

 ２ 営 業 外 収 益  192,305  

  １ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,124  

  ２ 補 助 金 1  

  ３ 他 会 計 補 助 金 31,723  

  ４ 資 本 費 繰 入 収 益 122,211  

  ５ 雑 収 益 518  

  ６ 長 期 前 受 金 戻 入 36,728  

 ３ 特 別 利 益  4  

  １ 固 定 資 産 売 却 益 1  

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 1  

３ 受 入 補 償 金 1  

  ４ そ の 他 特 別 収 益 1  
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支 出 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 水 道 事 業 費 用   549,232  

 １ 営 業 費 用  494,689  

  １ 原 水 費 123,334  

  ２ 配 水 及 び 給 水 費 57,284  

  ３ 業 務 費 45,796  

  ４ 総 係 費 47,927  

  ５ 減 価 償 却 費 216,938  

  ６ 資 産 減 耗 費 3,410  

 ２ 営 業 外 費 用  50,543  

  １ 支払利息及び企業債取扱諸費 29,760  

  ２ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 20,583  

  ３ 雑 支 出 200  

 ３ 予 備 費  4,000  

  １ 予 備 費 4,000  
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資 本 的 収 入 及 び 支 出 

収 入 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 資 本 的 収 入   20,001  

 １ 企 業 債  20,000  

  １ 企 業 債 20,000  

 ２ 固 定 資 産 売 却 代 金  1  

  １ 固 定 資 産 売 却 代 金 1  
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支 出 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 資 本 的 支 出   216,275  

 １ 建 設 改 良 費  34,271  

  １ 原 水 設 備 改 良 費 7,886  

  ２ 配 水 設 備 改 良 費 25,856  

  ３ メ ー タ ー 購 入 費 529  

 ２ 企 業 債 償 還 金  179,003  

  １ 企 業 債 償 還 金 179,003  

 ３ 投 資 及 び 基 金  1  

  １ 出 資 金 1  

 ４ 予 備 費  3,000  

  １ 予 備 費 3,000  

－112－



１２２,２１１,０００

令 和 ２ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令和2年4月1日から令和3年3月31日まで ）

（ 単 位 ： 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益又は当期純損失（△） △ ２８,９５７,０００
減価償却費 ２１６,９３７,７８４
資産減耗費 ３,４１０,０００
賞与引当金の増減額（△は減少） ６６３,０００
貸倒引当金の増減額（△は減少） １９１,５２４
長期前受金戻入額 △ ３６,７２８,８０５
受取利息及び受取配当金 △ １,１２４,０００

支払利息 ２９,７６０,０００
資本費繰入収益 △ １２２,２１１,０００

未収金の増減額（△は増加） △ ９,１８０,９８０
たな卸資産の増減額（△は増加） △ ９９０
未払金の増減額（△は減少） △ ２,７０９,３０６
小　計 ５０,０５０,２２７

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 １,１２４,０００
利息の支払額 △ ２９,７６０,０００
業務活動によるキャッシュ・フロー ２１,４１４,２２７

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ３,４１０,０００
出資による支出 △ １,０００

投資活動によるキャッシュ・フロー １１８,８００,０００
一般会計からの繰入金による収入

資金増加額（又は減少額） △ ３８,７８７,７４７

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ０
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １７９,００１,９７４
財務活動によるキャッシュ・フロー △ １７９,００１,９７４

資金期首残高 １,０２５,０１１,５０９
資金期末残高 ９８６,２２３,７６２
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給 与 費 明 細 書 

 １ 総 括 

区 分 

職  員  数 給       与       費 

法定福利費 

(千円) 

合  計 

(千円)
特 別 職 

(人)

一 般 職 

(人)

報 酬 

(千円)

給 料 

(千円) 

手 当 

(千円) 

計 

(千円) 

本

年

度

損益勘定支弁職員 3 9 6,159 34,155 17,389 57,703 11,816 69,519 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 3 9 6,159 34,155 17,389 57,703 11,816 69,519 

前

年

度

損益勘定支弁職員 2 8 3,538 31,279 16,283 51,100 10,264 61,364 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 2 8 3,538 31,279 16,283 51,100 10,264 61,364 

比

較

損益勘定支弁職員 1 1 2,621 2,876 1,106 6,603 1,552 8,155 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 1 1 2,621 2,876 1,106 6,603 1,552 8,155 
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手 当 の 

内 訳 

区 分 
扶養手当 

(千円) 

住居手当 

(千円) 

通勤手当 

(千円) 

時 間 外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉 

手 当 

(千円) 

管 理 職 

手 当 

(千円) 

管理職員 

特別勤務 

手 当 

(千円)

本 年 度 696 282 379 2,000 13,574 444 14

前 年 度 1,056 306 385 1,500 12,750 272 14

比 較 △360 △24 △6 500 824 172 0

 ２ 給料及び手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 

(千円)

増 減 事 由 別 内 訳 

(千円)

説       明 備            考 

給 料 2,876 昇給に伴う増加

分 

254  職員数の異動状況 

その他の増減分 2,622 人事異動等による   当該年度の前年

度当初職員数

〔異動数〕 当 該 年 度  

当初職員数  

 ２年度

 元年度

 増 減

8 人 

8 人 

0 人 

1 人

0 人

1 人

9 人 

8 人 

1 人 

職員手当 1,106 その他の増減分 1,106 扶養手当 

住居手当 

通勤手当 

時間外勤務手当 

期末勤勉手当 

管理職手当 

△360千円

△24千円

△6千円

500千円

824千円 

172千円 
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３ 給料及び手当の状況 

 職員１人当たり給与 

区              分 企 業 職 

 ２年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ３０９,６００ 

平 均 給 与 月 額（円） ３３４,９２３ 

平 均 年 齢（歳） ５０.１ 

３１年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ３１４,３８９ 

平 均 給 与 月 額（円） ３３８,８２３ 

平 均 年 齢（歳） ４８.９ 

 初任給 

区     分 企 業 職 

(円)

一 般 会 計 の 制 度 

一 般 行 政 職 

(円)

高  校  卒 １５０,６００ １５０,６００ 

大  学  卒 １７１,７００ １７１,７００ 
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 級別職員数 

区     分 
企       業       職 

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) 

 ２年１月１日現在 

７   級   

６   級 １ １２.５ 

５   級 １ １２.５ 

４   級 ３ ３７.５ 

３   級   

２   級 １ １２.５ 

１   級 ２ ２５.０ 

計 ８ １００  

３１年１月１日現在 

７   級   

６   級 １ １２.５ 

５   級 ２ ２５.０ 

４   級 ３ ３７.５ 

３   級   

２   級   

１   級 ２ ２５.０ 

計 ８ １００ 
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 （級別の標準となる職務） 

区   分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 

企 業 職 

１ 主事補又は

技師補の職務 

２ 主事又は技

師の職務 

 高度の知識又

は経験を必要と

する業務を行う

主事又は技師の

職務 

 主任の職務 １ 係長の職務 

２ 主査の職務 

３ 参事補の職

務 

１ 課長補佐の

職務 

２ 主幹の職務 

１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

 指定課長の職

務 
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 昇給 

区          分 企  業  職 

本

年

度

職 員 数 (A)  （人） ９    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ４    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）     

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人）     

  ４号給 （人） ４    

比 率 (B)／(A)  （％）  ４４.４  

前

年

度

職 員 数 (A)  （人） ８    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ３    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）     

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人）     

  ４号給 （人） ３    

比 率 (B)／(A)  （％）  ３７.５  
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 期末手当・勤勉手当 

区     分 
支 給 期 別 支 給 率 

支給率計（月分） 
職制上の段階，職務の 

級等による加算措置 
備   考 

６月（月分） 12月（月分） 

本  年  度 ２.２５０  ２.２５０  ４.５０  有 

前  年  度 ２.２２５  ２.２７５  ４.５０  有 

一般会計の制度 ２.２５０  ２.２５０  ４.５０  有 

 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区   分 
２０年勤続の者 

（月分）

２５年勤続の者 

（月分）

３５年勤続の者 

（月分）

最 高 限 度 

（月分）

そ の 他 の

加 算 措 置 等 
備   考 

支 給 率 等 ２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 

一般職の職員の退職手当に

関する条例（昭和58年鹿児

島県町村職員退職手当組合

条例第２号）による 

一般会計の制度 

（支給率等） 
２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 
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 その他の手当 

区     分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 同  
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

                                                              （単位：千円） 

事    項 限  度  額

前 年 度 末 ま で の 支 払 

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 

当 該 年 度 以 降 の 支 払 

義 務 発 生 予 定 額 
左の財源内訳 

期   間 金  額 期   間 金  額 水道事業収益 

肥 薩 お れ ん じ 鉄 道

土 地 貸 借 料
253 － － 令和３年度 253 253
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令 和 元 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書 

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）                 （税抜） 

 円 円 円 

１ 営 業 収 益    

 給 水 収 益 323,772,000   

 そ の 他 営 業 収 益 2,000,000 325,772,000  

２ 営 業 費 用    

 原 水 費 46,307,000   

 配 水 及 び 給 水 費 36,786,000   

 業 務 費 33,361,000   

 総 係 費 31,982,000   

 減 価 償 却 費 121,416,000   

 資 産 減 耗 費 1,453,000 271,305,000 

   営 業 利 益   54,467,000 

３ 営 業 外 収 益    

受取利息及び配当金 1,643,000   

 雑 収 益 311,000   

 長 期 前 受 金 戻 入 8,950,000 10,904,000  

４ 営 業 外 費 用    

支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
12,352,000   

雑 支 出 0 12,352,000 △1,448,000 
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 円 円 円 

   経 常 利 益   53,019,000 

５ 特 別 収 益   

そ の 他 特 別 利 益 0 0 

６ 特 別 損 失    

そ の 他 特 別 損 失 0 0 

特 別 利 益   0 

  当 年 度 純 利 益   53,019,000 

  前年度繰越利益剰余金   177,769,703 

  当年度未処分利益剰余金   230,788,703 
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令 和 元 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

（ 令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

資 産 の 部 

 円 円 円 円 

１ 固 定 資 産     

 有 形 固 定 資 産     

  イ 土 地  96,220,459   

  ロ 立 木  850,324   

  ハ 建 物 189,222,351    

    減 価 償 却 累 計 額 △73,521,985 115,700,366   

  ニ 構 築 物 3,904,823,804    

    減 価 償 却 累 計 額 △2,342,722,483 1,562,101,321   

  ホ 機 械 及 び 装 置 1,027,688,954    

    減 価 償 却 累 計 額 △637,830,604 389,858,350   

  ヘ 車 両 運 搬 具 4,454,868    

    減 価 償 却 累 計 額 △3,453,766 1,001,102   

  ト 工具・器具及び備品 20,797,300    

    減 価 償 却 累 計 額 △19,290,317 1,506,983   

  チ 建 設 仮 勘 定  247,238,149   

   有 形 固 定 資 産 合 計   2,414,477,054  

－125－



 円 円 円 円 

 無 形 固 定 資 産     

  イ 電 話 加 入 権  100,500 

   無 形 固 定 資 産 合 計   100,500  

 投 資 そ の 他 の 資 産     

  イ 出 資 金  607,000 

   投資その他の資産合計   607,000 

   固 定 資 産 合 計    2,415,184,554 

２ 流 動 資 産     

 現 金 預 金   1,025,011,509  

 未 収 金  10,525,060   

 貸 倒 引 当 金  △265,000 10,260,060  

 貯 蔵 品   10,110 

   流 動 資 産 合 計    1,035,281,679 

   資 産 合 計    3,450,466,233 

負 債 の 部 

３ 固 定 負 債     

 企 業 債     
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  円 円 円 円 

  イ 建設改良費等に充てる 

ための企業債 
 426,665,773 

   企 業 債 合 計    426,665,773  

 引 当 金     

  イ 修 繕 引 当 金   14,080,000 

   引 当 金 合 計    14,080,000 

   固 定 負 債 合 計    440,745,773 

４ 流 動 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てる 

ための企業債 
 56,790,499 

   企 業 債 合 計    56,790,499  

 未 払 金   12,754,306  

 引 当 金     

  イ 賞 与 等 引 当 金  4,778,000 

   引 当 金 合 計    4,778,000  

 そ の 他 流 動 負 債    74,890 

   流 動 負 債 合 計    74,397,695 

５ 繰 延 収 益     

 長 期 前 受 金    447,139,703  

   長期前受金収益化累計額   △287,628,457 
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 円 円 円 円 

   繰 延 収 益 合 計    159,511,246 

   負 債 合 計    674,654,714 

資 本 の 部 

６ 資 本 金     

 自 己 資 本 金   1,837,544,816  

   資 本 金 合 計     1,837,544,816 

７ 剰 余 金     

 利 益 剰 余 金      

  イ 減 債 積 立 金   59,342,000   

  ロ 建 設 改 良 積 立 金   648,136,000   

  ハ 当年度末処分利益剰余金  230,788,703 

   利 益 剰 余 金 合 計    938,266,703 

   剰 余 金 合 計     938,266,703 

   資 本 合 計    2,775,811,519 

   負 債 資 本 合 計    3,450,466,233 
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令和元年度注記 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

  １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

     ・主な耐用年数 

      建物       １０年～４５年 ， 構築物      １０年～６０年 ， 機械及び装置    ５年～５０年 

      車両及び運搬具       ５年 ， 工具器具及び備品  ２年～１５年 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し，回収不能見込額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当，勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担

に属する額を計上している。 
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４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。   

Ⅱ．その他の注記  

（１）修繕引当金に関する経過措置  

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

（２）賞与等引当金の取崩し 

   令和元年６月において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費として６,３０１千円を支出するため，賞与等引当金５,１６６千円

を取り崩した。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

   令和元年度において，債権の不納欠損が発生するため，貸倒引当金２６５千円を取り崩した。 

－130－



令 和 ２ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

（ 令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

資 産 の 部 

 円 円 円 円 

１ 固 定 資 産     

 有 形 固 定 資 産     

  イ 土 地  112,930,223   

  ロ 立 木  850,324   

  ハ 建 物 196,152,868    

    減 価 償 却 累 計 額  △77,945,047 118,207,821   

  ニ 構 築 物 6,192,949,443    

    減 価 償 却 累 計 額  △2,483,441,093 3,709,508,350   

  ホ 機 械 及 び 装 置 1,525,611,780    

    減 価 償 却 累 計 額  △709,010,202 816,601,578   

  へ 車 両 運 搬 具  4,590,792    

    減 価 償 却 累 計 額  △3,967,772 623,020   

  ト 工具・器具及び備品  20,797,300    

    減 価 償 却 累 計 額  △19,392,825 1,404,475   

  チ 建 設 仮 勘 定   247,238,149   

   有 形 固 定 資 産 合 計   5,007,363,940  

 無 形 固 定 資 産     
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   円 円 円 円 

  イ 電 話 加 入 権   100,500 

   無 形 固 定 資 産 合 計   100,500  

 投 資 そ の 他 の 資 産     

  イ 出 資 金  608,000 

   投資その他の資産合計   608,000 

   固 定 資 産 合 計    5,008,072,440 

２ 流 動 資 産     

 現 金 預 金   986,223,762  

 未 収 金  20,679,020   

 貸 倒 引 当 金   △456,524 20,222,496  

 貯 蔵 品   11,100 

   流 動 資 産 合 計    1,006,457,358 

   資 産 合 計    6,014,529,798 

負 債 の 部 

 円 円 円 円 

３ 固 定 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てるた

めの企業債 
 2,041,549,333 

   企 業 債 合 計    2,041,549,333  
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 円 円 円 円 

 引 当 金     

  イ 修 繕 引 当 金   14,080,000 

   引 当 金 合 計    14,080,000 

   固 定 負 債 合 計    2,055,629,333 

４ 流 動 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てるた

めの企業債 
 176,717,309 

   企 業 債 合 計    176,717,309  

 未 払 金   18,239,283  

 引 当 金     

  イ 賞 与 等 引 当 金  5,441,000 

   引 当 金 合 計    5,441,000  

 そ の 他 流 動 負 債    74,890 

   流 動 負 債 合 計    200,472,482 

５ 繰 延 収 益     

 長 期 前 受 金    1,246,531,201  

   長期前受金収益化累計額   △324,357,262 

   繰 延 収 益 合 計    922,173,939 

   負 債 合 計    3,178,275,754 
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資 本 の 部 

 円 円 円 円 

６ 資 本 金     

 自 己 資 本 金    1,926,944,341  

   資 本 金 合 計     1,926,944,341 

７ 剰 余 金     

 利 益 剰 余 金      

  イ 減 債 積 立 金   59,342,000   

  ロ 建 設 改 良 積 立 金   648,136,000   

  ハ 当年度末処分利益剰余金  201,831,703 

   利 益 剰 余 金 合 計    909,309,703 

   剰 余 金 合 計     909,309,703 

   資 本 合 計    2,836,254,044 

   負 債 資 本 合 計    6,014,529,798 
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令和２年度注記   

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

     ・主な耐用年数 

      建物       １０年～４５年 ， 構築物      １０年～６０年 ， 機械及び装置    ５年～５０年 

      車両及び運搬具       ５年 ， 工具器具及び備品  ２年～１５年 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し，回収不能見込額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当，勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担

に属する額を計上している。 
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４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。   

Ⅱ．その他の注記  

（１）修繕引当金に関する経過措置  

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

（２）賞与等引当金の取崩し 

   令和２年６月において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費として８,１００千円を支出するため，賞与等引当金５,１６２ 

  千円を取り崩した。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

   令和２年度において，債権の不納欠損が発生するため，貸倒引当金１６３千円を取り崩した。 

（４）予定貸借対照表 

   令和２年４月１日において，簡易水道事業を統合することにより，資産・負債・資本が増加している。 

固定資産  ２,８０９,８２４,６７０円       固定負債   １,７９１,６００,８６８円 

    流動資産             ０円       流動負債     １３０,４０５,７５９円 

    資産合計  ２,８０９,８２４,６７０円       繰延収益     ７９９,３９１,４９８円 

                              資本金       ８８,４２６,５４５円 

                             資本余剰金              ０円 

                             負債資本合計 ２,８０９,８２４,６７０円 
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議 案 参 考

水 道 事 業 会 計





金 額

1 640,257 362,334 277,923

1 営 業 収 益 447,948 351,429 96,519

1 給 水 収 益 445,036 349,386 95,650 水 道 料 金 443,012

給 水 負 担 金 2,024

2 その他営業収益 2,912 2,043 869 他 会 計 負 担 金 1,776
消火栓維持管理費
児童手当

1,356
420

手 数 料 1,136 検査，開閉栓，督促手数料

2 営 業 外 収 益 192,305 10,901 181,404

1 受取利息及び配当金 1,124 1,643 △ 519 預 金 利 息 1,124

2 補 助 金 1 1 0 補 助 金 1

3 他 会 計 補 助 金 31,723 0 31,723 一般会計補助金 31,723

旧簡水道過疎債・簡水
債利子
経営戦略策定業務
旧簡水道消費税
旧簡水道未払金

18,975
1,450
3,103
8,195

4 資本費繰入収益 122,211 0 122,211 繰 入 金 122,211 過疎債，簡水債元金

収　　入　　支　　出　　の　　見　　積　　り　　基　　礎

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 説 明
節

目 本 年 度 前 年 度
区 分

水 道 事業 収 益

比 較
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金 額

5 雑 収 益 518 307 211 不用品売却収益 1

そ の 他 雑 収 益 517

6 長期前受金戻入 36,728 8,950 27,778 長期前受金補助金戻入 30,550

長期前受金その他戻入 6,178

3 特 別 利 益 4 4 0

1 固定資産売却益 1 1 0 有形固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1 1 0 過年度損益修正益 1

3 受 入 補 助 金 1 1 0 移 設 補 償 金 1

4 その他特別利益 1 1 0 その他特別利益 1 　

減価償却費に係る長期前受金
補助金の収益化

減価償却費に係る長期前受金
工事負担金ほかの収益化

比 較
節

説 明
区 分

原子力立地給付金ほか

款 項 目 本 年 度 前 年 度
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金 額

1 549,232 344,525 204,707

1 営 業 費 用 494,689 306,639 188,050

1 原 水 費 123,334 60,999 62,335 報 酬 447 水源地除草作業

備 消 耗 品 費 829 水源地記録紙ほか

燃 料 費 565 発電機用燃料 　

通 信 運 搬 費 2,074 ＮＴＴ回線利用料 　

委 託 料 44,731 水源地等業務委託料ほか

手 数 料 16,505 水質検査手数料ほか

賃 借 料 169 運搬用車借上げ

修 繕 費 8,200 水源地機械器具等修繕

動 力 費 45,592 水源地高圧電気料

薬 品 費 4,013 次亜塩素酸ソーダほか

補 償 金 10

負 担 金 10

保 険 料 189

水道事業費用

区 分

支　　　　　　　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明

建物総合損害共済
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金 額

　 2 配水及び給水費 57,284 51,888 5,396 報 酬 2,061 会計年度任用職員　1人

給 料 10,961 職員数　3人

手 当 3,951

期末勤勉手当
児童手当
その他手当
通勤手当

2,086
420
1,316
129

賞与引当金繰入額 1,638
賞与分
法定福利費分

1,367
271

法 定 福 利 費 3,399 職員共済組合負担金 　

旅 費 541 日水協水道技術者研究会ほか

被 服 費 80 作業服ほか

備 消 耗 品 費 1,221 工事用工具類ほか

燃 料 費 138 ガソリン代

光 熱 水 費 449 配水池電気料

印 刷 製 本 費 55 工事申請書印刷

通 信 運 搬 費 1,166 ＮＴＴ専用回線料ほか

委 託 料 7,817

手 数 料 11

比 較
節

説 明
区 分

款 項 目 本 年 度 前 年 度

漏水当番店待機委託料ほか

自動車継続検査手数料

（単位：千円）
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金 額

賃 借 料 1,585 漏水時車借上げほか

修 繕 費 21,487
漏水修繕等
車両機械器具修繕
量水器修繕

17,900
385

3,202

補 償 金 10

負 担 金 356 会議負担金

保 険 料 350
施設賠償保険
自賠責保険料

291
59

公 課 費 8 自動車重量税

3 業 務 費 45,796 36,247 9,549 給 料 13,716 職員数　4人

手 当 5,232
期末勤勉手当
その他手当
通勤手当

4,264
882
86

賞与引当金繰入額 2,208
賞与分
法定福利費分

1,848
360

法 定 福 利 費 4,026 職員共済組合負担金

旅 費 50

報 償 費 154 検針業務引継ぎほか

被 服 費 55

備 消 耗 品 費 174 コピー用紙ほか

燃 料 費 395 ガソリン代

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

（単位：千円）

節

区 分

料金滞納者県外徴収旅費

作業服ほか
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金 額

印 刷 製 本 費 1,268 納入通知書ほか

通 信 運 搬 費 2,626 納付書発送料ほか

委 託 料 8,952 メーター検針委託料

手 数 料 2,769 口座・窓口手数料

賃 借 料 949

修 繕 費 386 公用車車検ほか

負 担 金 2,706

保 険 料 122
自動車損害共済
委託検針員傷害保険

公 課 費 8 自動車重量税

4 総 係 費 47,927 34,636 13,291 報 酬 4,098

給 料 9,478 職員数　2人

手 当 4,082
期末勤勉手当
その他手当
通勤手当

2,680
1,238

164

賞与引当金繰入額 1,595
賞与分
法定福利費分

1,329
266

法 定 福 利 費 3,494

旅 費 738 日水協九州地方支部総会ほか

職員共済組合負担金

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分

会計年度任用職員　2人

水道検針システム更新機器賃借
料

説 明

料金ｼｽﾃﾑ保守負担金ほか
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金 額

報 償 費 63

被 服 費 50 作業服ほか

備 消 耗 品 費 1,599

光 熱 水 費 120 事務所用光熱水費

印 刷 製 本 費 280 封筒・支払切符等印刷

通 信 運 搬 費 76 携帯・庁内電話料

委 託 料 21,501

賃 借 料 122

修 繕 費 22 事務機器等修繕

負 担 金 446
日水協正会員費
事務研修会参加料ほか

貸 倒 引 当 金 163 一般債権分

5 減 価 償 却 費 216,938 119,769 97,169
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

216,938

6 資 産 消 耗 費 3,410 3,100 310 固定資産除却費 3,300

たな卸資産消耗費 110 　

上水道業務パソコン・プリン
ター機器使用料

節

水道事業データ統合事業委託ほ
か

水道事業運営委員7名

複写機カウンター料ほか

款 項 目

（単位：千円）

説 明
区 分

本 年 度 前 年 度 比 較
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金 額

2 営 業 外 費 用 50,543 34,886 15,657 　

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱い諸費

29,760 12,418 17,342 企 業 債 利 息 29,694

支 払 利 息 66 一時金借入金利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

20,583 22,268 △ 1,685 消費税及び地方消費税 20,583

3 雑 支 出 200 200 0 雑 支 出 200 　

3 予 備 費 4,000 3,000 1,000 　

　 1 予 備 費 4,000 3,000 1,000 予 備 費 4,000

前 年 度 比 較款 項 目 本 年 度
区 分

節
説 明

（単位：千円）
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金 額

1 20,001 20,001 0

1 企 業 債 20,000 20,000 0

1 企 業 債 20,000 20,000 0 企 業 債 20,000

2 固定資産売却代金 1 1 0

1 固定資産売却代金 1 1 0 固定資産売却代金 1

説 明
区 分

資 本 的 収 入

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節
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金 額

1 216,275 325,137 △ 108,862

1 建 設 改 良 費 34,271 265,394 △ 231,123

1 原水設備改良費 7,886 8,818 △ 932 工 事 請 負 費 7,886

　 2 配水設備改良費 25,856 255,690 △ 229,834 委 託 料 9,000

　 　 補 償 金 10

　 工 事 請 負 費 16,846

3 メーター購入費 529 886 △ 357 メーター購入費 529 　

　 4 固定資産購入費 0 0 0 土 地 購 入 費 0 　

工 具 器 具 及 び
備 品 購 入 費

0 　

2 企業債償還金 179,003 56,742 122,261 　 　

1 企 業 債 償 還 金 179,003 56,742 122,261 企 業 債 償 還 金 179,003 　

3 投資及び基金 1 1 0 　 　

1 出 資 金 1 1 0 出 資 金 1 　

4 予 備 費 3,000 3,000 0 　 　

1 予 備 費 3,000 3,000 0 予 備 費 3,000

支　　　　　　　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明
区 分

資 本 的 支 出

桜ヶ丘配水池　土木・排水路
整備工事　外4件

第１水源地送水ポンプ（低
区）修繕工事　外6件

調査設計委託
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